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都法 59 巻 2 号（2019 年 1 月） 75
由とする取扱いの区別は、その立法目的が正当で、区別の態様が著しく不合理










































































10）　金子宏「租税法」有斐閣　第 22 版　309 頁
租税における公平の実現78
となるが、総合課税に代えて 15％の税率による申告分離税を選択できること
になっている（租特 8条の 4第 1 項）。また、少額配当および大口以外の上場


























































































































































































都法 59 巻 2 号（2019 年 1 月） 85
義務者とされており（所得税 5条 3項・4項）、法人に対して支払われる利子・
配当についても、個人に対して支払われる場合と同様に、それを支払う者に源















































































































































　トヨタは、2015 年 7 月 2 日に、発行価格決定日の普通株式株価の 126～130
％というプレミアム付き発行価格で株式発行した。この株式は議決権があり　 
5 年間は売却不可、 配当は初年度から発行価格に対して、年率 0.5％、1.0％、




































































































































































































































14）　岩下忠吾「総説　消費税法」（財経詳報社　平成 16 年）127 頁
15）　田中治「納税義務者・課税取引と非課税取引」「租税法と市場」（有斐閣　2014
年）714 頁




















































18）　岩下忠吾「総説　消費税法」（財経詳報社　平成 16 年）129 頁
19）　金子宏「租税法理論の形成と解明　下巻」（有斐閣　2010 年）379 頁
20）　岩下忠吾「総説　消費税法」（財経詳報社　平成 16 年）119 頁








































































































財務総合政策研究所「フィナンシャルレビュー」102 号 2011 年 11 月



















































































































































































































































































都法 59 巻 2 号（2019 年 1 月） 115
政上の必要がなければ標準税率を下回ることも認めるべきであるが、「財政上
その他の必要があると認める場合これによることを要しない」という地方税法










































































































都法 59 巻 2 号（2019 年 1 月） 119
主張に対しても、上記の基準財政需要額の算定において、地方団体がした行政
サービスの費用が含まれていることになるから、ある地方団体に所在する法人
が納税した法人住民税と法人事業税の応益負担にあたる部分は、当該地方団体
の基準財政需要額の中に含まれ、地方交付税として当該地方団体に交付される
ので、地方団体が受益者負担を求める趣旨は満足されることとなる。
（３）地方団体間の競争
　以上のような法人住民税と法人事業税のあり方についての適正化が図られる
ことなく、「法人の偏在状況に合わせて、地方自治体の財政状況が左右される」
ことが放置されるのであれば、大都市圏以外の地方団体は、標準税率に従って
課税することを続ける必要はないと考えられる。地方税法の採用する標準税率
という制度を、各地方自治体が税率を自由に調整できる制度として、地方自治
体は、標準税率によることなく、法人住民税と法人事業税の税率を低減させる
競争により、法人の誘致が実行されるのが適切である。
　税率を低減させて、法人の誘致の働きかけを行うことによって、会社移動が
実現されることにより、現在の大都市圏の収入となっている法人住民税と法人
事業税が、地方団体の税収とすることが図られる。このことを通じて、法人の
国内における適正配置が実現されていくこととなろう。
